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２．「モデル事業実施施設」の事業報告書の概要
（1）継続実施施設

① 宮城県仙台市・西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）

　●１９年度当初における作業の内容（※工賃水準ステップアップ２年次事業対象科目）
　　・製造部－自動車部品検査、箱組立作業、ソテツの実加工、巻線加工

　　・印刷部－パソコン入力・編集、印刷・製本、ラベル作成、はんこ作成

　　　※20年４月より新たに食品部を立ち上げ（フードコーディネーターからのアドバイス等）

　　　※食品部・印刷部・製造部全体の作業関係の体質改善

　●２年次事業の方向性

　　→ 平成20年４月の新体系への移行（施設移転）を機に、製造部の一部の下請作業を食品関連事業に転換して給食機能とレストラン機能を持つ「食品部」をスタートさせることを決定し、店舗、設備、人員、メニュー内容などの準備を行う

　　→ 利用者の意向（希望）聴取に基づき、19年10月１日から新事業に従事する職員・利用者のトレーニングや事前研修を実施する

→ 印刷部においては、パソコンを増設し、新作業を導入して訓練を開始する。さらに今後、利用者のスキルアップを図り、効率的に作業ができる体制をつくる

→ 製造部においては、20年４月からの作業種目の絞込みをほぼ完了し、移転後の新作業室の確保も計画に折り込んでいる。作業受注方式も業者との直接取引に切り替える

●職域の専門家・コンサルタント等の活用の戦略

　　→ 食品部の新設に向けて、フードコーディネーターから定期的に基本的なアドバイスや指導をもらいながら具体的に開設準備を進めていく

　　→ 経営コンサルタントには、食品部・印刷部・製造部全体の改善提案をもらいながら、全体のコーディネートを通じて作業関係の体質改善を進めていく

　●職員・利用者のスキルアップのための研修計画（課題意識）

　　→ 食品部においては、食品関係の企業・レストラン等の研修・見学を中心に進める。また実務研修として調理関係・作業・販売・接客などのトレーニングを行い、20年４月からのスタートに支障がないよう、実践的な研修を行う

　　→ 印刷部においては、パソコンによる編集・ソフトを駆使したスキル強化がないと生産が伸びない状況なので、設備の補充も行いながら、スキルアップのための同法人内にある福祉工場への外部研修を進めていく

　　→ 製造部においては、品質管理の研修を行うほか、自主製品製作に向けた検討を行う

　●具体的数値目標と達成度（製造部→食品部）
	
	17年度実績
	18年度実績
	19年度実績

（事業完了時点）
	20年度の

目標
	最終目標

（22年度）

	平均工賃

(目標)金額
	11,860円
	実績：12,800円

目標：12,000円
	実績：12,700円

目標：13,000円
	25,000円
	30,000円


●モデル事業における効果

　① 利用者への効果

各プロジェクトチーム（食品チーム・印刷チーム・ものづくりチーム・計画推進チーム）に利用者が加わり、新しい事業を行う当事者として主体的にかかわっている。利用者によって差はあるが、プロジェクト会議に参加している利用者の代表メンバーは利用者の核として大きな推進力となった。

　② 職員への効果

新体系事業への移行を前提に施設長が職員と個別面談を行い、特に就労継続支援Ｂ型への勤務を希望している職員に関しては、２年次事業の進捗状況を踏まえて意欲的にプロジェクトに参画するよう促し、その他会議・研修プログラムへの参加も推奨してきた。目標やスケジュールの明確化も図って具体的にやることも見えてきた結果、事業に取り組む姿勢が向上した。

　③ 施設全体への効果

施設移転、新体系事業への移行という施設にとっての大きな転換点に合わせて工賃水準ステップアップ事業に取り組むことができ、コンサルタントの導入等の外部の力を借りて大きく推進することができた。施設移転が当初の計画より１年間延びたが、引き続き事業を継続して計画達成する道筋ができた。

●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

２年次事業としては、施設移転に合わせて計画を進めてきたので、移転が当初の計画より１年間延びたことによりスケジュールの変更があり、次年度の事業に今までの成果を反映させ、継続して今まで以上の内容に対する深化が必要になる。

●職域の専門家・コンサルタント等からの総合評価

　・ 食品事業・印刷事業・ものづくり事業のそれぞれにおいて、より事業のコンセプトが絞り込まれ、目標が明確になったことで、やるべきことが利用者・職員の間で共通認識でき実効に結びつけられた。

・ 教育訓練により、さらに意欲が向上し、着実に知識・技術・技能のアップが見られ、利用者・職員にとっては教育訓練の重要性を実感できたのではないか。

●工賃水準ステップアップ２年次事業（(1)継続実施施設）の進め方に対する意見・提案

（モデル事業実施施設の立場から）

・ 事業に取り組む職員・利用者の積極的な姿勢を引き出すことが重要になる。目的を明確にして、関係者の真剣な話し合いを重ねてそれぞれのやるべきことを明確にして、コンサルタントによる的確なアドバイスを引き出していくことが必要になる。

・ 事業の進捗状況が、具体的にまた数値的にオープンな情報として共有できる環境をつくることが必要になる。

（職域の専門家・コンサルタントの立場から）

・ 最終的には、利用者・職員の方々が自分たちで自立して事業を推進していかなければならない。そのためには、外部の専門家やコンサルタントが積極的に経営に関するノウハウや事例を還元していく必要がある。
　・ また、外部とのネットワークづくりの推進者としての役割も必要である。

　・ 一般の企業と異なり、利用者・職員のコンセンサスづくりに注意を払うべきである。

（1）継続実施施設

②神奈川県藤沢市・ハートピア湘南（知的通所授産施設）

　●１９年度当初における作業の内容（※工賃水準ステップアップ２年次事業対象科目）
　　・本体施設－クリーニング、ネジバリ取り、マンション清掃、軽作業、施設外作業、など

　　・分場－喫茶、メール便配達、軽作業、など　・第二分場－ガラス緩衝材、軽作業、など

　　　※２年次事業においては、喫茶業務に焦点を当てて取り組んでいく

　　　※あわせてクリーニング、企業内作業、清掃業務の受託など、昨年度より引き続きの改善を図っていく

　●２年次事業の方向性

　　→ 喫茶部門（ハートピア湘南分場）の売上げ倍増

・コンサルタントの力を借りた現状評価と分析、課題抽出

・新規客およびリピーター獲得、販売促進策（メニュー構成、広告等）の検討

　　→ クリーニング部門（本体施設）における利用者・職員のスキルアップ

→ 施設外作業（ミネベア株式会社内）の内容拡充

　　・作業環境、契約内容等についての要望・協議

●職域の専門家・コンサルタント等の活用の戦略

　　→「(NPO)ビジネス駅伝ネットワーク」との出会いにより、さまざまな分野の専門家によるコンサルティングが期待できることとなった。前年度の反省点を活かし、業務や財務の分析を専門家の客観的な視野で受け、改善活動を行っていく

　　　 ・喫茶部門を中心にメニュー構成等を改善、店舗のリニューアルと工賃の向上を目指す

　　　 ・市場調査等のデータを活用した方向性の検討

　　　 ・研修等の講師にコンサルタントを活用し、専門知識を獲得する

　●職員・利用者のスキルアップのための研修計画（課題意識）

　　→ 職員については「その人らしい働き方」と「工賃の向上」が直結していないと思われる。不必要な工程や作業を知らずのうちに作り出しており、作業効率を上げる視野や企業的に利益追求する姿勢を併せ持つための研修を実施する

　　→ 利用者については「もっとお金がほしい」という意見が多くを占めているものの「金銭の使用が難しい人」から「工賃額が自分の生活に影響を及ぼす人」まで、その個人差は非常に大きく、利用者の状態や生活の環境などにより、各々が工賃向上に共通の認識を持つことは難しいのが現状。企業就労やグループホームなどでの生活に向けて、意欲が持てるよう、金銭の必要性等の理解などを図るための研修を実施する

　●具体的数値目標と達成度
	
	17年度実績
	18年度実績
	19年度実績

（事業完了時点）
	20年度の

目標
	最終目標

（22年度）

	平均工賃

(目標)金額
	18,741円
	実績：19,683円

目標：19,656円
	実績：22,140円

目標：25,000円
	25,000円
	30,000円


●モデル事業における効果

　① 利用者への効果

昨年度からの取り組みにより、工賃向上につながる基盤が構築され、昨年度19,000円台だった平均工賃を22,000円台へと向上することができた。障害者自立支援法による利用者負担額もさまざまな軽減措置により多くの方が本年７月より1,500円の負担に軽減されることは喜ばしい限りだが、食費負担を勘案すると法施行前の実質収入に至っていないのが現実であり、今後もさらなる工賃の向上を目指す必要がある。

　② 職員への効果

昨年度の事業取り組み当初から比較すると、職員のスキルアップとともに作業を効率的に行う姿勢が見られ、一時の混乱から落ち着きが感じられるようになったが、利用者への支援と売り上げ向上を両立するための葛藤と思い通りにできないジレンマがまだ残っている。

　③ 施設全体への効果

今年度の喫茶部門の取り組みについては、法人・施設のみならず、地域の理解や実際の参加による協力を得て推進できたことに最大の効果があったと感じている。地域ネットワーク会議についても、法人・施設の枠を超え、地域における「障害のある人たちの労働」に視点を置いた意見交換や実際の取り組みがなされるなど、地域の活性化につながっている。

●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

前年度事業終了時から次年度コンサルタント導入まで、約半年のブランクが生じてしまったことは、効果的に事業を実施する上で少なからず支障となった。また、事業を進める過程において、職員の意識格差も表面化してきており、なかなか一筋縄ではいかない難しさを感じている。今後は職員のモチベーションを高めるための取り組みも併せて行う必要性があると思う。

●職域の専門家・コンサルタント等からの総合評価

　今年度の喫茶部門（コーヒーポット）の取り組みによる成果と課題

　・顧客の確認（潜在顧客の存在と具体的要望・ニーズを確認することができた）

　・コーヒーポットの実力確認（１日1.5回転の提供が可能な定食をスタートすることができた）。

　・課題の確認（顧客に認められるメニューづくり、認知度向上、スタッフの主体的実施、など）。

●工賃水準ステップアップ２年次事業（(1)継続実施施設）の進め方に対する意見・提案

（モデル事業実施施設の立場から）

・ 施設の強みや地域の強みを活かした取り組みが工賃アップに効果的であるように思う。当施設の例だと、クリーニング作業や施設外での活動（企業内作業や清掃作業）がこれにあたり、クリーニング作業では、当施設が基本となる設備や技術を持ち合わせていた強みを活用し、業務の効率化や受注の調整を加えることで工賃向上の糸口とすることができた。施設外の活動については、藤沢市が都市部近辺に位置し、産業等が栄えているといった地域の強みを活用しやすい土壌にあったことが幸いしたといえる。

（職域の専門家・コンサルタントの立場から）

・ スタッフの意識改革が最大のポイントであり、事業展開の前に施設の責任者の方とそのための施策・教育・体制を議論して必要な策を講じることが重要だと思う。

・ 社会福祉法人・授産施設の方々は、これまで民間企業と接する機会が少なかったのではないかと推測する。コンサルタントは授産施設の潜在ニーズを模索することが重要。

　・ コンサルタントは、授産施設側から見て賢くコンサルタントを活用する意識、共に成長していく意識も大切であることも伝えていくべきである。

（1）継続実施施設

③三重県津市・クローバーハウス（精神通所授産施設）

　●１９年度当初における作業の内容（※工賃水準ステップアップ２年次事業対象科目）
　　※手作りパン製造・販売、手作り焼き菓子製造・販売

　　・受託作業

　　※２年次事業においては、パンに加えて焼き菓子も対象種目にしていく

　●２年次事業の方向性

→ 18年度事業では「パン」に特化して工賃アップを図ってきたが、パンに次いで売上収入のある「焼き菓子」も工賃アップの対象種目にし、商品として売れるものにしていく

●職域の専門家・コンサルタント等の活用の戦略

　　→ 以下の目的をもって企業コンサルタントを導入する

・企業ノウハウを導入して経営を改善

・利用者全員が働けるような仕事の量と種類の確保

・企業や顧客から信頼してもらえるための職業人としての意識と知識の獲得

・商品の販路拡大と顧客の維持　　・大量生産のための機器導入

・新商品の開発と技術的支援　　・一般企業に対抗できる商品のレベルアップ

　　→ 生産や販売に活かせる展開を期待し、ポップ・パッケージの改善、経費・品質管理の基準、高品質の商品製造を目指しての技術指導なども必要と考え、商業コンサルタントを導入して取り組みを進めていく

　●職員・利用者のスキルアップのための研修計画（課題意識）

　　→ 18年度事業では製造と営業に重点を置いた福祉職員の見学や研修を行ってきたが、２年次事業においては専門職員への利用者との人間関係を含む職場環境の整備に力を注ぐとともに、利用者の働く意欲を育てるための専門研修会を少人数で行っていく

　　　（職員の資質向上のための研修計画）

・製造現場での実施研修　・製菓技術の個別指導　・有名パン店の訪問

　　　　・アンケートの取り方と統計処理の技術指導　・定例経理報告と対策会議

　　　　・３級販売士取得のための学習　など

　　　（利用者のスキルアップのための研修計画）

　　　　※共に生産活動に参加し、自分たちの工賃を稼ぐという意識付けのための研修を実施

　　　　・18年度モデル事業の概要説明と19年度事業の取り組みへのミーティング

　　　　・パン、焼き菓子の製造講習会　・製菓店の見学　・接遇研修会の開催

・衛生管理に関する研修（希望者には食品衛生講習会の案内）　など

　●具体的数値目標と達成度（パン製造・販売）
	
	17年度実績
	18年度実績
	19年度実績

（事業完了時点）
	20年度の

目標
	最終目標

（24年度）

	平均工賃

(目標)金額
	12,400円
	実績：23,845円

目標：24,000円
	実績：35,400円

目標：48,000円
	50,000円
	70,000円


●モデル事業における効果

　① 利用者への効果

工賃が上がり、働きがいのある職場環境となることで働く意欲が育ってきた。また学習の機会を持つことで、職業人として働くという意識が芽生えた。クローバーハウスを自分たちの大切な職場として考えるようになり、始業５分前には必ず出勤してタイムカードを打ち、自分のプランに合った勤務時間にきちんと仕事をする習慣がついた。生活面でも自分のやりたいことに意欲的に取り組むようになった。

　② 職員への効果

顧客の要望を聞くことで、相手の立場を受け入れることが素直にできるようになった。同時にミーティングや面談だけに頼らなくても、普段のかかわりから利用者のニーズをくみ取れるようになり、作業の場面や利用者への対応の中で、サービスの質が格段に改善されたことを実感している。

　③ 施設全体への効果

一人ひとりの力が生かされ、組織が動き、夢が実現するということが理解できたことの効果は大きい。目標に向かって努力し、成果を上げることができたという達成感で、職場が活性化し、職員の定着が図れ、キーワードを共有することで他職種の連携と団結ができた。

●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

18年度ほどではなかったが、２年次事業においても「忙しい」ことには変わりはなく、勤務も交代制で朝６時出勤があったり、土日祝日の勤務も多かった。それ以前の通所授産施設のイメージは平日の定時勤務であったため、職員の勤務条件が変わってしまった。本来は利用者にも職員にもよい方向で満足してもらえる職場環境が望ましく、利用者満足度は高くなったが、従業員満足度がどうだったか気になる。

●職域の専門家・コンサルタント等からの総合評価

　・ 工賃水準ステップアップ事業も２年度目となり、初年度と比較してその意識も浸透し行うべき方向性もまとまってきている。固まってきた事業を今後も継続していけば、着実に売り上げも向上し、収益確保の体制も安定していくと思われる。

●工賃水準ステップアップ２年次事業（(1)継続実施施設）の進め方に対する意見・提案

（モデル事業実施施設の立場から）

・ 施設長は、職員に夢と希望・ビジョンやロマンを語りつづけることで、職員は自然に施設の方向性を理解し「こうなりたい」「なればいいな」「いつかこうなる」と同じ気持ちを持ってくれると思う。同時に理念に沿った運営方針や行動方針にも触れ、サービス管理に努めることが重要である。

・ また、職員は自ら施設の利用者への聞き取りをするほか、法人内他施設の職員にも協力を求め、利用者のニーズやリクエストはどうなのか、家族の方はどんな心配事があるのか、どうなってほしいのか、などを聞くことのできる仕組みをつくることが重要である。

（職域の専門家・コンサルタントの立場から）

・ ①工賃水準ステップアップ事業に対する意識の浸透、②重点作業項目の選択、③工賃目標を達成し得る商品・サービスの決定、④マーケティング（同商圏における競合店舗・施設の把握など）、⑤オペレーション面（誰にでもわかる絵などを用いたマニュアルの整備など）、⑥行政担当者・地域メディア・関係団体との連携（障害者との共生は身近な問題であるので施設が行っている活動・趣旨などを発信していくことも重要）。
（1）継続実施施設

④山口県宇部市・南風荘（身体入所・知的通所授産施設）

　●１９年度当初における作業の内容（※工賃水準ステップアップ２年次事業対象科目）
　　※ウエス事業（ウエスの裁断・縫製、販売）

　　・食品加工（せんべいの製造など）、簡易作業（せんべいの箱作りなど）

　　・ソーイング（ミシンを使ってのエプロン製造など）

　　　※18年度事業で策定した「推進計画書」を確実に実施していく（平成20年４月にウエス新工場を立ち上げる予定）

　●２年次事業の方向性

→ 新工場へのウエス事業集約計画

（設備計画、人員配置、設備移転、生産性についてのモニタリング）

　　→ 職員教育（職員に必要な能力の洗い出し、教育訓練計画の策定、教育実施と効果測定）

　　→ 営業強化（営業担当者の決定、営業拡大計画の策定、営業推進）

　　→ 新報酬制度の構築（新報酬制度の構築・運用・見直し改定の判断）

●職域の専門家・コンサルタント等の活用の戦略

　　→ 社会福祉法人南風荘としては、法人の中心的作業であるウエス事業を根本的に見直し改善することで、法人全体の資質の向上・工賃水準のステップアップが図れると考えており、18年度事業で策定した「推進計画書」を確実に実施していく考えである

　　→「推進計画書」の全体管理については柳川経営研究所（経営コンサルタント）を活用し、職員教育等については宇部商工会議所中小企業相談所からアドバイスをいただいて進めていく

　●職員・利用者のスキルアップのための研修計画（課題意識）

　　→「良い（付加価値のある）商品を作りたい」との思いの中で商品を製造する職員の意識の醸成はもちろんのこと、利用者の意識の醸成とスキルアップの必要性を切に感じている

　　　・福祉における事業立案時の視点と一般企業のビジネスプラン作成時の違いを学ぶ

　　　・流通業界を取り巻く環境の変化などに対し、迅速かつ的確に対応できる人材を育成する

　　　・ウエス作業に必要な資格の習得

　　　・自己の強みや可能性を見出す（キャリアアップセミナーの受講）

　　　・職場における従業員（職員・利用者）の作業環境改善、メンタルヘルス、健康管理等に関する基礎的な知識の習得

　　　・労働基準法に関する基礎知識、就業規則等に関する理解を深めるセミナーの受講　など

●具体的数値目標と達成度（ウエス）
	
	17年度実績
	18年度実績
	19年度実績

（事業完了時点）
	20年度の

目標
	最終目標

（21年度）

	平均工賃

(目標)金額
	19,345円
	実績：20,557円

目標：21,464円
	実績：22,055円

目標：22,727円
	27,147円
	30,405円


●モデル事業における効果

　① 利用者への効果

　　・法人全体での新事業移行を考えていることが利用者により具体的に伝わった。

　　・新規ウエス工場では今までと異なり、生産性・効率性を考慮していく必要性が意識できた。

　　・利用者の中に新工場で働きたいという期待感が起こり、作業意識と自信が見受けられた。

　　・利用者自ら作業時間前より作業準備をするようになった（作業開始がスムーズになった）。

　② 職員への効果

　　・コンサルタントの専門知識やアドバイスにより、事業振興への専門的な学習ができた。

　　・企業の視点からの鋭い意見もあり、福祉現場の甘さを気づくことができた。

　　・地域の企業や商工会議所、行政など、他機関・他業種の人との交流が広がった。

　　・これまであまり重要視していなかった、職員一人ひとりの業務を洗いなおすことが大きな効果を生むことに気づくことができた。

　③ 施設全体への効果

今まで工賃アップと言いつつも、実際の工賃アップに向けた具体的な取り組みができていなかったのは、工賃アップがなぜ必要なのかが理解できていなかったからだと思う。その要因として工賃アップが図れなくても職員が責任を問われることがなかったことが挙げられ、就労継続支援事業においては利用者の所得保障は必須であり、実際の取り組みを通じて工賃アップの必要性を十分認識するに至った。

●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

工賃水準ステップアップに関わる職員にとっては、参考になると同時に個人のスキルアップに役立つが、担当ではない職員にとっては、他人事のような雰囲気を感じた。さまざまな職域の方のノウハウと関わりを持っていない職員といかに共有化していくかが今後の課題となる。

また、現場レベルでの横の連携が不十分であったこと、また外部のネットワークメンバーを迎えての会議のあり方そのものに十分な準備ができておらず生産性のない会議を行ってしまった。今回を機に連携をよくし、指導を受けた方法でテンポよく事業を進めていきたい。

●職域の専門家・コンサルタント等からの総合評価

　・ 賃貸借契約等が遅れたことによる新工場への移転遅れが唯一残念な事項であるが、影響は最小限に留まるものとなっている。

　・ 職員の工賃アップのためのプロジェクトへの参加意識は強く、自発的・積極的な取り組みが数多く見受けられたことは評価できる。

●工賃水準ステップアップ２年次事業（(1)継続実施施設）の進め方に対する意見・提案

（モデル事業実施施設の立場から）

・ 法人の経営陣と現場職員とが、これから進もうとする方向性を事前に統一することが、事業をスムーズに進めるキーワードであると考える。事業の位置づけ・意味を法人、職員全員が認識し、中心となる人物が進捗管理を厳格に行っていくことが重要である。

（職域の専門家・コンサルタントの立場から）

・ 授産施設の実際の現場（コンサルティング）では、福祉と授産事業という二律背反に直面することが多々あり、ベクトルを目標（利益）に収斂させることが民間企業より難しいといえる。コンサルティングを成功に導くためには、この二律背反を上手く解消させることがもっとも重要である。このためにも授産施設の場合には、成功事例よりは失敗事例を調査・分析することがより適切であるといえる。
（1）継続実施施設

⑤福岡県大牟田市・たんぽぽ（多機能型(Ａ型、Ｂ型、就労移行、生活介護、自立訓練)）

　●１９年度当初における作業の内容（※工賃水準ステップアップ２年次事業対象科目）
　　※弁当事業、レストラン事業、ショップ事業

　　・軽作業

　　　※18年度事業から引き続き、就労継続支援Ａ型は約72,000円／月、就労継続支援Ｂ型は最低賃金の1/3（約30,000円／月）を目標とし、弁当・レストラン・ショップ事業の充実に向けて取り組んでいく

　●２年次事業の方向性

＜弁当事業＞

→ ①営業の強化　②メニュー改善　③適正な人員配置・効率化

　＜レストラン事業＞

　　→ ①メニューの改善　②営業の強化

　＜ショップ事業＞

　　→ ①ショップの広報・充実　②販売担当者の学習

●職域の専門家・コンサルタント等の活用の戦略

　　→ 改善計画の実行にあたり、食品を専門とする経営コンサルタントが持っている専門性・情報等をフルに活用して目標達成につなげていく

　　　（損益分岐点の確認、原価計算、経費削減（仕入ルートの情報）、在庫管理・発注システムの作成、品質管理、ホームページの作成、営業の強化、魅力あるメニュー開発、雰囲気づくり、など）

　●職員・利用者のスキルアップのための研修計画（課題意識）

　　→ 職員や利用者だけでは専門性に欠けるため、コンサルタントの協力の下、専門的研修への参加、専門的講師の紹介等をしていただき、職員・利用者のスキルアップを図っていく

　　　・民間の弁当、レストラン、社会福祉法人が経営している弁当・レストランなどの見学を行い、業務省力化・経費削減のためのヒントを得る

　　　・接客、調理、盛り付け方法について専門家（野菜のソムリエ等）に来ていただき、利用者・職員で研修を行う

　　　・ショップ事業については販売に関する学習会

（商品について販売する側がきちんと知っておく）

　　　・「工賃アップの必要性」など職員の意識改革を高めるためのセルプ関係研修への参加

●具体的数値目標と達成度
	
	17年度実績
	18年度実績
	19年度実績

（事業完了時点）
	20年度の

目標
	最終目標

（22年度）

	平均工賃

(目標)金額
	22,981円
	実績：27,929円

目標：30,000円
	実績：42,472円

目標：50,000円
	50,000円
	51,000円


●モデル事業における効果

　① 利用者への効果

　　　利用者・職員での会議において、現在の弁当事業の収支状況や今後の展望等についての確認を行い、毎日のミーティングでも前日の売り上げ数・金額を報告するようになり、個人差はあるが仕事に対する姿勢が変わってきたように感じる。また役割分担を明確化したことにより、自発的に動いたりスキルアップができるようになった。

　② 職員への効果

　　　２年目ということもあり、コンサルタントと協働で行っていくことができていたように思われる。例えばコンサルタントの言う通りにやるのではなく、コンサルタントから上がってきたアイデアを取捨選択し、それを膨らましていくことができた。

　③ 施設全体への効果

施設全体にとって特に大きな効果があったのは、ネットワーク会議だったように思える。直接的にはネットワーク会議メンバーによる弁当の宣伝や受注があり、その他にも会議室の貸し出し等にも協力してもらい、そこを利用するお客様より弁当やレストランの利用が増えた。また、いろいろな視点からの意見が出て、自分たちだけでは気づかなかったこともたくさんあり、具体的なアドバイスや提案をいただいた。

●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

改善計画書どおりのスケジュールで進まないこともあり、実行するまでに時間がかかりすぎてしまった。その要因の一つとして日常業務に追われ、なかなか改善案に取り組めないことが挙げられ、今後、日常業務の簡素化が必要になってくる。また今後は取り組みが遅れたレストラン事業の建て直しを第一の課題とし、同時に弁当事業の収支状況の把握を定期的に行い、目標工賃へ近づけていきたい。
●職域の専門家・コンサルタント等からの総合評価

弁当事業はほぼ計画どおりに達成できたものの、若干取りかかりが遅く、原材料費の値上がりなどの外的環境もあり、利益は達成できなかった。またレストラン事業についても取りかかりが大幅に遅れており、目標とは程遠い結果となってしまった。したがって当初目標としていた黒字化には程遠い結果となった。しかしながら来期に向けては手ごたえを感じている。

●工賃水準ステップアップ２年次事業（(1)継続実施施設）の進め方に対する意見・提案

（モデル事業実施施設の立場から）

・ 全職員・利用者が同じ方向を向くのがベストだが、難しいことも多い。また、壁にぶつかることも多々あるが、施設長や各事業の責任者は常に前向きな姿勢が必要になってくると思われる。資金的にも許されるならばコンサルタントと一緒に取り組んでいくことも大きなプラスとなり、それが難しい場合でも、ネットワーク会議のように地域と連携しながらいろいろな意見を集めることが重要となってくる。

（職域の専門家・コンサルタントの立場から）

・ 職員の運営から経営への変革の意識付けは重要だが、すぐにはできない。まずは理事長、施設長が本気であることを確認し、味方につけながら徐々に変えていく方法がベター。
　・ 目的は利用者の工賃を上げることであり人件費削減というコスト削減策がとりにくい。

　・ 営業経験者がいない可能性が高く、理論や方向性だけでなく具体的な実務指導が肝心。「どうすれば売れるのか」という具体的な実践レベルでの指導が必要になってくる。

（2）新規実施施設

①北海道釧路市・はしどい学園（知的通所授産施設）

 【①企業との連携による工賃の向上をめざす方向性】

　●現時点における作業の内容（※工賃水準ステップアップ事業対象科目）
　　・分場（オフセット印刷、シルク印刷、各種請負作業）

　　・手芸班（学校の胸章づくり、各種請負作業） ・加工班（珍味の袋詰・販売、各種請負作業）

　　・包製班（割り箸の袋詰）　・厨房班（利用者の昼食づくり）

　　・工房（企業内授産－ブリックの製造）

　　※分場（新規事業でブリック製造）

　●工賃水準ステップアップ事業の方向性

　　→ 現在企業内授産で行っている「ブリック製造」（調湿・脱臭機能に優れた稚内珪藻頁岩を建材や消臭剤として利用する）をはしどい学園に一部お願いしたいと企業側より話があり、分場の２階を使用し、経営や販売の戦略に経営コンサルタントを交えて取り組んでいく

　　→ 珪藻頁岩をボール状に丸める手作業のほかに、一般ゴミを固形燃料化する機械（ペレット状にする）を障害者就労訓練設備等整備事業により導入する計画書を提出中であり、この機械の導入が図れれば用途の拡大と大量生産を図ることができる

●経営コンサルタント等の活用の戦略

　　→ はしどい学園で消臭剤として製造した「すこやかボール」と「ペレット状のブリック」の販売戦略と発注元の加賀谷ブリックが考えている「新連携事業」の中で、はしどい学園のブリック製造部門がどう関わっていけば利用者の工賃アップにつながっていくかをアドバイスしていただく

　●目標設定と改善計画の策定・計画実行の方向性

　　→ 企業（加賀谷ブリック）と連携をして、新しい作業種（ブリック製造）を導入し、経営コンサルタントとも連携しながら販売戦略を練り、利用者の工賃アップを図っていく

　　→ 障害者自立支援基盤整備事業の補助内示を受けて、分場施設の２階部分を改修してブリック製造の作業場所とする

　●地域ネットワーク会議の活用の方向性

　　→ 釧路市では「釧路市障がい者自立支援連絡会議」という地域ネットワーク会議の立ち上げを検討しており、この連絡会議と連携をしてお互いに情報交換を行う予定

　　→ 会議の方向性は、すこやかボールとペレット状ブリックの販売戦略を中心に考えていく

　●具体的数値目標と達成度（ブリック製造部門）
	
	18年度の実績
	19年度の目標
	20年度の目標
	最終目標

（21年度）

	平均工賃

(目標)金額
	※新規事業

(施設全体の平均工賃)　25,510円
	実績：30,000円

目標：30,000円
	40,000円
	50,000円


●モデル事業における効果

　① 利用者への効果

　　・作業の選択肢が増えた。

　　・計量、袋詰め、封緘と新たな体験の機会が増えた。

　　・空き時間の解消を図ることができた。

　　・「ブリックの製造が面白い（丸め作業）」「製品づくりもやってみたい」との利用者からの声

　② 職員への効果

　　・今回の取り組みで工賃アップの必要性を再認識することができた。

　　・企業と施設では経営に関する温度差があり、自分たちの未熟さを痛切に感じた。

　　・テレビや新聞等で取り上げられ、需要に応える作業の進め方を組み立てるようになった。

　　・経営コンサルタントの導入で、職員間の意識も向上した。

　③ 施設全体への効果

数値目標を立て、そのためには何が必要でどのように取り組めばよいのかを系統立てて取り組む手順を身に付けることができた。

●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

・小手先だけの取り組みでは、大幅な工賃アップは望めない。

・大幅な工賃アップを図るには、それなりの設備投資も必要。
●経営コンサルタント等からの総合評価

　・ 今年度は本格事業化への準備期間、助走期間と捉えた場合、ネットワーク会議や全体会議のスケジュールによってある程度強制的に進めなければならなかったため、事業化への準備作業の進捗を早めることができた。

　・ 特に職員にとってはコンサルタントや流通業界等、未知の人脈と触れ、不慣れな事業について新鮮な視点を持てたのではないかと思料する。

　・ 事業をどこまで踏み込むべきかについてが最大のテーマだったように思う。受身スタイルから脱却するには「自分たちですべき作業は自分たちでする」ということに自ら気付くことである。行政等他者に頼らない気持ちが職員の中に芽生え始めたのが最大の収穫である。

●工賃水準ステップアップ事業（(2)新規実施施設）の進め方に対する意見・提案

（モデル事業実施施設の立場から）

・ 腰を据えて取り組む覚悟が必要。

・ 設備投資のための財源の確保。

（経営コンサルタントの立場から）

・ ネットワーク会議は定期的に月１回開催で、事業の進捗に大変有効な会議である。その場に父母の会に入ってもらったことで、全体が活性化された感がある。事業の途中でも停滞感がある場合には、参加するプレイヤーを変えてみるのは有効だと思う。

・ 事業のビジネスモデルが障害者に向いているかどうかが重要と思われる。複雑性が要求されない割に反復作業だが手作業（丸め）がキーとなっている今回の事業は、障害者がストレスなく取り組め、弱みが逆に強みに転換できるモデルではないかと思っている。製品そのものがイノベイティブなもので機能的にも差別化できている。同じ土俵で勝負して顧客の支持を得られる商品であるか否かが、障害者が関わらなくても事業の成功のために最も重要であることは言うまでもない。

（2）新規実施施設

②埼玉県寄居町・はぐくみ園（多機能型(Ｂ型、就労移行、生活介護)）

 【②行政を含む公的機関との連携による工賃の向上をめざす方向性】

　●現時点における作業の内容（※工賃水準ステップアップ事業対象科目）
　　・製菓（パウンドケーキ・クッキーの製造）　・炭焼き（炭焼き作業）

　　・炭加工、木工（炭製品・木工製品の製造）　・農耕園芸（野菜、花卉栽培）

　　・箱折り（箱折り）　・製茶（野草茶づくり）　・織物（さをり織り）

　　※寄居町が町おこしとして取り組んでいる「エキナセア（ハーブ）」の加工品を特産品として広く販売していく（エキナセアクッキー、パウンドケーキ、など）

　●工賃水準ステップアップ事業の方向性

　　→ 販路拡大に関しては、コンサルタントからの助言をもとに、営業活動・広告などの取り組みを行っていく。そして販路が広がることを想定し、売れる商品の開発・既存の製品の改良について、職員の手作業からプロに依頼する方向に変更し、一般の流通に載せても施設の製品とは分からないようなデザイン・味なども検討していく。同時に大量生産のための職員（非常勤）の確保と作業効率アップのための工夫・改善に取り組んでいく

●経営コンサルタント等の活用の戦略

　　→ 既存の製品を、町（県）の特産品として売り出す方法をアドバイスしていただき、そのための課題に取り組んでいく（常設店の開拓や宣伝、インターネット販売も取り入れた販路の拡大など）

　　→ 利用者の作業と施設の生産能力の限界を見極め、生産と販売のバランスを調整する方法をアドバイスしていただき、将来的な収入の安定を目指していく

　●目標設定と改善計画の策定・計画実行の方向性

　　→ まず初めに、施設内の生産活動の整理に取り組む。町（県）の特産品となる製品を絞り込み、それぞれの製品の問題点（生産性、パッケージ、コストなど）を把握して、改善のための方法を検討していく。そしてそれぞれの製品の月々の生産目標・販売目標を設定し、これに基づいて、販路の拡大についてコンサルティングを依頼する

　　→ 特産品としての製品についての意見や新製品の開発・発案などは、地域ネットワーク会議に委ね、そこから広がるイメージを実現していく

　●地域ネットワーク会議の活用の方向性

　　→ 当施設の製品を町（県）の特産品として販売する目的のために活用していく

　　→ 地域で特産品を販売していくという目的を共有して、地域ネットワーク会議の構成員全体で新たな特産品や販路の拡大に取り組み、地域の活性化と工賃アップにつなげていく

　●具体的数値目標と達成度
	
	18年度の実績
	19年度の目標
	20年度の目標
	最終目標

（24年度）

	平均工賃

(目標)金額
	10,062円
	実績：15,084円

目標：18,609円
	18,000円
	40,000円


●モデル事業における効果

　① 利用者への効果

　　　初年度は数値の実績が出ていないため、これによる意欲の向上や意識の変化はない。しかし現状分析やプランニングにより、事業担当職員の意識は大きく変化し、次年度に向けた事業計画の作成や利用者への具体的対応（生産活動にかかる部分）の計画などに影響を及ぼした。今後は就労継続支援Ｂ型の利用者職員全員で力を合わせて頑張ることで、工賃が上がっていく喜びを共感できるよう利用者へ伝えていきたい。

　② 職員への効果

　　　施設長を含めた事業担当職員には大きな意識の変化があった。コンサルティングの手法により、現状把握ができたこと、方向を決めなければならない局面にあたり、今後の施設としての意思を確認できたことが大きな変化を生んだ。今後は実際に実績を上げていくことが職員の喜びに繋がっていけるような説明や評価をしていきたいと思う。

　③ 施設全体への効果

これまでの授産施設の経営は、利益はなくとも利用者の日中活動の充実のために仕事の機会を提供するという自己満足的な考えであった。しかし今回の事業により施設の財務分析を行った結果、施設の運営を圧迫している原因が授産活動にあったことを改めて確認することができた。施設の運営の安定は、それが授産活動や販売にも影響し、工賃アップにも繋がり、これが確認できたことは今後の施設運営の発展に影響を与えるものと認識している。

●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

　　今年度は実績よりも現状分析と20年度以降のプランニングを重要と考え、こちらに力を注いだ。結果として今年度は実績を上げられなかったが、20年度以降の施設全体の意識は上がっていくものと確信している。今後はプランニングを基にした実践をすすめ、事業担当職員が中心となり、職員と利用者の意欲を上げていくこと、実績を上げていくことの喜びを施設全体として実感できるような取り組みをしていきたい。

●経営コンサルタント等からの総合評価

　・ 本事業では「クライアントが自ら実施できる事業計画」を重視した。コンサルタント中心の事業計画・成長戦略の提案ではなく、現場の意見、園の方針を取り入れた立案をした。

　・ 当園には、専門的な職歴を持つスタッフ、高度なスキルを有するスタッフ、既存販売チャネルなど活用の余地のある資源があることが伺える。また地域ネットワーク会議の活用によってさらなる成長が期待できる。

　・ 以上のことから既存の資源の徹底活用が目標実現において重要な役割を果たすことになる。

●工賃水準ステップアップ事業（(2)新規実施施設）の進め方に対する意見・提案

（モデル事業実施施設の立場から）

・ 生産活動を行う施設に一番必要なことは「現状分析」であり、そこから改善しなければならないことやその方法を導き出すことである。

・ 施設が事業を進めることの目的をしっかり持つこと。

（経営コンサルタントの立場から）

・ 事業の変革は、営利法人・社会福祉法人の違いにかかわらず、少なからず物理的・精神的に負担をともなうことである。事業計画が絵に描いた餅にならないためには、コンサルタントとして、より具体的・実践的なアドバイスとともに、相手の状態によってそのサポート方法を工夫する、柔軟性のある行動支援が必要になると思う。

（2）新規実施施設

③愛知県名古屋市・名古屋ライトハウス（身体入所授産施設）

 【③環境分野におけるサービス産業を立ち上げて工賃の向上をめざす方向性】

　●現時点における作業の内容（※工賃水準ステップアップ事業対象科目）
　　・印刷（小冊子、名刺、封筒類の編集・印刷）　・録音速記（テープ起こし業務）

　　・部品加工（簡単な部品組み立て、梱包作業）　・治療部（鍼、マッサージ）

　　・光ハイブリッド（タオル等への光触媒加工）　・ＫＡＮ食品開発（パンの缶詰の製造販売）

　　※里山農業・園芸（生ゴミの肥料化と有機野菜づくり）

　●工賃水準ステップアップ事業の方向性

　　→ 平成18年４月に新しい事業として「パンの缶詰」工場をオープンし、当初の計画を上回る受注をいただいており、そして事業計画に沿って第２・第３の新規事業に挑戦していく

　　→ 工賃10万円実現のための第２のターゲットとして「里山農業・園芸」事業に挑戦していく。施設の近隣には休耕地も多くあり、ＮＰＯや地域の高齢者の協力も得られる状況であり、長年にわたり「ナサラ農法」を推進してきたプロのコンサルティングも受けられる

●経営コンサルタント等の活用の戦略

　　→「里山農業・園芸」事業の数値目標・事業範囲については、法人が主体的に策定してコンサルタントのアドバイスをいただく

　　→ 生ゴミ処理機のメンテ、堆肥ヤードの管理、福祉農園での野菜づくりは、コンサルタントが主体となり指導いただく

　　→ 販路開拓についてもコンサルタントの全面協力をいただく

　●目標設定と改善計画の策定・計画実行の方向性

　　→ 一年前、施設長に就任した際、２年後に月額工賃10万円を実現するという大きな夢を職員・利用者全員に宣言し、パンの缶詰工場、光ハイブリッド事業、里山農業・園芸事業など高収益が見込まれる事業への転換を着々と進めている

　　→ 既に生ゴミ処理機と農地300坪（ハウス付き）を手配し、小規模で事業化テストを実施しており、成果を確認している
　●地域ネットワーク会議の活用の方向性

　　→ 農地の借り上げ、地域高齢者の協力要請（地元町議会議員）

　　→ 計画策定・販路開拓（中小企業診断士）

　　→ 生ゴミ提供（株式会社魚国）、生ゴミ処理機メンテ（小松電子株式会社）

　　→ 販路開拓（愛知中小企業家同友会）

　　→ プロジェクト全体ボード（愛知県セルプセンター）

　●具体的数値目標と達成度（里山農業・園芸）
	
	18年度の実績
	19年度の目標
	20年度の目標
	最終目標

（23年度）

	平均工賃

(目標)金額
	※新規事業

(施設全体の平均工賃)　50,000円
	実績：30,000円

目標：30,000円
	100,000円
	120,000円


●モデル事業における効果

　① 利用者への効果

　　　今年度はこの事業による工賃アップは僅かであるが、着々と新事業の体制は確立できてきており、来年度は工賃引き上げに大きく寄与できる。

利用者の顔も明るく、新規事業に対する期待も大きい。新事業体系への移行を20年１月に実施し、その際に契約書（同意書）を取るために家族の方ともお会いしたが、家族からも大変喜ばれた。新聞の取材を受けた家族には特に喜んでもらった。

　② 職員への効果

　　　中小企業家同友会のメンバーとの接触や福祉戦略会議における専門家とのやり取りなど、職員にとっては初めての経験で、大いに成長してくれたと感じている。何より企画書を書くこと、プレゼンテーションの力がついたことを嬉しく思う。

新規事業を担当した職員は皆明るく元気に進めてくれているが、今までの仕事を担当している職員の中には、やや戸惑いもあるのが本音だろう。多くの職員を抱える当施設においては、すべての職員を一気に意識変革を起こすことは難しい。遅れて走っている職員にも配慮していきたい。

　③ 施設全体への効果

施設活動の地域への開放や他施設からの見学が多くなったことなど、一般社会を意識した行動に変化したように感じる。何よりも一般企業の来客者が急増し、施設内中心の活動からクライアントを意識し出したことが大きな変化である。

●今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望

　　概ね予定どおりの進捗状況である。生ゴミの免許を早急に解決し、収益体制を確実にして工賃倍増の成果を出したい。

●経営コンサルタント等からの総合評価

　・ 準備は順調、ほぼ完了した。

　・ 150町歩の専業農家の協力を得られることになった。

　・ 佐屋農業高校もグループに加わった。

　・ 何といっても生ゴミの処理を事業化させたい。

●工賃水準ステップアップ事業（(2)新規実施施設）の進め方に対する意見・提案

（モデル事業実施施設の立場から）

・ この事業は、是非継続してほしい。

・ 工賃倍増は何より施設長の意識が先決。必ず実現するという気迫がないと職員はついてこない。施設長のリーダーシップが先決。

・ コンサルタントはあくまでも当事者ではない。コンサルタントを当事者意識にさせる熱意が必要。

（経営コンサルタントの立場から）

・ コンサルタントからは管理手法を押し付けない。

・ コンサルティングの内容は、一般論ではなく、実践的であるべき。

・ 会議も実践的にやる。業務の打ち合わせ的にやるべき。

・ 施設の現状把握、特に施設長の意識の確認。

・ コンサルタントは教える人ではなく、一協力者。













